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(百万円未満切捨て)
１．2025年３月期の連結業績（2024年４月１日～2025年３月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年３月期 49,457 5.5 2,586 24.8 2,681 21.8 1,959 7.2

2024年３月期 46,859 2.9 2,073 28.8 2,201 26.0 1,827 △22.9
(注) 包括利益 2025年３月期 2,185百万円( △3.7％) 2024年３月期 2,269百万円( △7.4％)

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2025年３月期 96.26 96.23 4.6 4.0 5.2

2024年３月期 89.00 88.97 4.4 3.2 4.4
(参考) 持分法投資損益 2025年３月期 125百万円 2024年３月期 149百万円

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2025年３月期 67,603 43,187 63.9 2,121.45

2024年３月期 68,039 41,703 61.3 2,049.15
(参考) 自己資本 2025年３月期 43,187百万円 2024年３月期 41,703百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

2025年３月期 3,690 △1,695 △763 14,307

2024年３月期 3,187 △3,692 △1,225 13,049

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2024年３月期 － 0.00 － 35.00 35.00 712 39.3 1.7

2025年３月期 － 0.00 － 35.00 35.00 712 36.4 1.7

2026年３月期(予想) － 0.00 － 40.00 40.00 －

３．2026年３月期の連結業績予想（2025年４月１日～2026年３月31日）
(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 25,400 6.9 1,300 10.7 1,400 14.1 900 11.1 44.21

通 期 51,500 4.1 3,000 16.0 3,100 15.6 2,000 2.1 98.25



※ 注記事項

（１）期中における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 ―社 (社名) 、除外 ―社 (社名)

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 有

④ 修正再表示 ： 無

(注)詳細は、添付資料P.15「（５）連結財務諸表に関する注記事項(会計方針の変更)」及びP.16「(５)連結財務諸表
に関する注記事項(会計上の見積りの変更)」をご覧ください。

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2025年３月期 20,738,006株 2024年３月期 20,738,006株

② 期末自己株式数 2025年３月期 380,530株 2024年３月期 386,423株

③ 期中平均株式数 2025年３月期 20,355,660株 2024年３月期 20,531,605株

(参考) 個別業績の概要
１．2025年３月期の個別業績（2024年４月１日～2025年３月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年３月期 46,937 5.1 1,764 15.1 2,138 8.5 1,625 △4.9

2024年３月期 44,680 3.7 1,533 80.5 1,970 70.3 1,708 △16.2

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2025年３月期 79.83 79.81

2024年３月期 83.21 83.19

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2025年３月期 53,954 33,502 62.1 1,645.69

2024年３月期 53,646 32,548 60.7 1,599.29

(参考) 自己資本 2025年３月期 33,502百万円 2024年３月期 32,548百万円

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
上記予想は本資料の作成時点において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後の様々な要
因によって予想数値と異なる場合があります。上記の業績予想に関する事項は、添付資料P．7「１．経営成績等の
概況（４）今後の見通し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度におけるわが国経済は、訪日外国人の人数と消費額が過去最高を更新するなどインバウンド消費

が継続する一方で、不安定な国際情勢による景気減速リスクに加え、為替の動向やエネルギー・原材料価格の高止

まりによる物価上昇など、当社グループを取り巻く事業環境は予断を許さない状況が続きました。

このような状況のなか、快適な生活を支える価値を創出し続ける企業を目指し、イノベーション創出とグローバ

ル貢献を果たすための事業構造の創造を進めるため、2024年度よりスタートした中期経営計画「CREATION 2026」

を推進し、その重点テーマである「事業ポートフォリオの再構築」「グローバル企業化」「人的資本経営」を実行

し、『NICHIBAN GROUP 2030 VISION』実現に向けて取り組んでまいりました。

①事業ポートフォリオの再構築

・テープ事業セグメントの抜本的収益改善

・成長事業と新領域へ経営資源を重点配分

②グローバル企業化

・販売３拠点の成長追求

・2030年度グローバル比率30%実現に向けた機能拡充

・グループ全体のグローバル企業化の推進

③人的資本経営

・ダイバーシティ・エクイティ&インクルージョンの推進

・自己変革し成長する自律的人財の育成

・従業員の健康とエンゲージメントの向上

・新人事制度の導入

以上の取り組みを実施いたしました結果、

売上高は、高機能救急絆創膏“ケアリーヴTM”シリーズを中心としたヘルスケアフィールドの売上拡大やテープ

事業セグメントの価格改定の影響等により、前年同期比5.5％増の494億５千７百万円となりました。

営業利益は、ヘルスケアフィールドにおける高粗利製品の売上高構成比率上昇や価格改定による収益性改善等に

より、前年同期比24.8％増の25億８千６百万円となりました。

経常利益は、営業利益の増加等により、前年同期比21.8％増の26億８千１百万円となりました。

親会社株主に帰属する当期純利益は、経常利益の増加の影響と、一部の新製品の上市の見通しが不透明となり開

発中断を決定したことによる建設仮勘定に係る減損損失５千３百万円の影響により、前年同期比7.2％増の19億５

千９百万円となりました。

当社グループのセグメントの概要は次のとおりです。

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

当社は、当連結会計年度より、成長事業への経営資源の重点配分及び全社視点での事業戦略体制の見直しを目的

に「事業戦略本部」を設置し、その傘下に、販路別に以下の営業統括部・本部を設置しております。

・顧客を機軸とした新たな営業推進体制の強化とブランド戦略の再構築のために、「コンシューマー営業統括本

部」を設置し、ヘルスケア、EC、ステーショナリーの各営業担当管掌を管轄させております。

・より顧客に密着した営業活動を推進し、新規開発案件探索、顧客拡大のために、「医療材営業統括部」、「工

業品営業統括部」を置いております。

・グローバル企業化実現に向けて、全社戦略との一貫性を高め、より積極的な事業活動を展開するために、「グ

ローバル事業本部」を設置しております。

当社グループは、以上の営業担当管掌に、各子会社を加えた事業フィールドとして、「ヘルスケアフィールド」、
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「ECフィールド」、「ステーショナリーフィールド」、「医療材フィールド」、「工業品フィールド」及び「グロ

ーバルフィールド」を設定しております。

なお、2024年度よりスタートした中期経営計画「CREATION 2026」の策定にあたり、当社グループの事業展開、経

営資源の配分及び経営管理体制の実態等の観点から、事業フィールド及び組織の一部見直しを行いました。その結

果、前連結会計年度において「コンシューマー営業本部」傘下であった「ヘルスケア営業統括部」、「EC営業統括

部」、「オフィスホーム営業統括部」を統合し、「コンシューマー営業統括本部」としました。また、「オフィス

ホームフィールド」を「ステーショナリーフィールド」と改称し、「海外フィールド」を「グローバルフィール

ド」と改称しました。

経営資源の配分の決定及び業績の評価については、取り扱う製品、商品の性質や、市場、製造方法の類似性に基

づき、「メディカル事業」、「テープ事業」の単位で行っていることから、当社グループの事業セグメントとして

は、「メディカル事業」、「テープ事業」と認識し、これを報告セグメントとしております。

「メディカル事業」、「テープ事業」セグメントと各事業フィールドとの関係は以下のとおりです。

事業フィールド
メディカル

事業

テープ

事業

国内

コンシューマー

営業統括本部

ヘルスケアフィールド 〇

ECフィールド 〇 〇

ステーショナリーフィールド 〇

医療材フィールド 〇

工業品フィールド 〇

海外 グローバルフィールド 〇 〇

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

メディカル事業

(ヘルスケアフィールド)

ドラッグストアを中心とした大衆薬市場におきましては、国内需要や訪日外国人のインバウンド消費に支えられ

ました。

このような状況のなか、高機能救急絆創膏“ケアリーヴTM”シリーズについては、国内需要拡大に向けて認知度

向上のためにテレビCMなどの広告媒体を活用したPR活動を積極的に展開し、売上高は前年同期を上回りました。鎮

痛消炎剤“ロイヒ”シリーズについては、夏季シーズンの一時的なインバウンド需要の低迷は回復し、第４四半期

には価格改定を実施しましたが、売上高は前年同期並みとなりました。

その結果、フィールド全体としての売上高は152億４千３百万円（前年同期比6.0％増）となりました。

(医療材フィールド)

医療機関向け医療材料市場におきましては、医療現場の生産性向上への取り組みが急務と考えられるなど、医療

現場の人手不足が深刻化する中での厳しい販売環境となりました。

このような状況のなか、極低刺激性テープ“スキナゲートTM”シリーズについては競合他社品からの切り替え採

用が進行し、売上高は前年同期を上回りました。その一方、術後ケアシリーズ“アスカブリックTM”は、手術後の

傷あとケアテープ「アトファインTM」においてユーザーへの認知が進み需要は伸張しておりますが、消費者の購買

先がECサイトへ移行している影響で、売上高は前年同期を下回りました。

その結果、フィールド全体としての売上高は57億４千万円（前年同期比0.2％減）となりました。

((メディカル事業に係る)ECフィールド)

EC市場におきましては、オンライン購買に対するWEBマーケティングの取り組みを強化してきたことにより、高

機能救急絆創膏“ケアリーヴTM”シリーズについての売上高は、前年同期を大きく上回るとともに、手術後の傷あ
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とケアテープ「アトファインTM」の売上についても消費者の購買先がECサイトへ移行している影響を受けて好調に

推移しました。

その結果、フィールド全体としての売上高は11億３千３百万円（前年同期比28.7％増）となりました。

((メディカル事業に係る)グローバルフィールド)

グローバルにおけるメディカル事業については、重点地域であるアジア及び欧州において、高機能救急絆創膏

“ケアリーヴTM”シリーズや止血製品シリーズ“セサブリックTM”を中心に、販売代理店と協力して現地密着型の営

業活動を展開してまいりました。高機能救急絆創膏“ケアリーヴTM”シリーズは、韓国で好調な売上を記録し、止

血製品シリーズ“セサブリックTM”はタイ・欧州での採用が増加した結果、売上高が前年同期を大きく上回りまし

た。

これらに加えて為替の円安影響もあり、フィールド全体としての売上高は24億６千６百万円（前年同期比42.2％

増）となりました。

以上の結果、メディカル事業全体の売上高は245億８千４百万円（前年同期比8.1％増）となりました。また、ヘ

ルスケアフィールドにおけるテレビCMなどの広告媒体を活用したPR活動や、成長事業への経営資源の重点配分に伴

いメディカル事業に係る人員が増加したことで販売費及び一般管理費が増加した一方、ヘルスケアフィールドにお

ける高粗利製品の売上高構成比率が上昇したことにより、セグメント利益は66億１千６百万円（前年同期比8.5％

増）となりました。

テープ事業

(ステーショナリーフィールド)

文具事務用品市場におきましては、DX化などで紙の消費が大きく減少し、オフィス需要が低迷する中、オンライ

ン購買拡大に伴う消費者の購買先の変化もあり、厳しい販売環境となりました。

このような状況のなか、主要製品である「セロテープ®」については、価格改定を実施したことにより売上高は

前年同期を上回りました。その一方、両面テープ「ナイスタックTM」については、使用シーンの想起等の拡大策を

図るも、オフィス需要の低迷と店頭からECサイトへ消費者の購買先に変化があり売上高は前年同期を下回りまし

た。

その結果、フィールド全体としての売上高は48億４千万円（前年同期比3.2％減）となりました。

(工業品フィールド)

産業用テープ市場におきましては、粘着テープの出荷量が低調に推移し、依然として厳しい販売環境が続きまし

た。

このような状況のなか、主要製品の「セロテープ®」については前連結会計年度に実施した価格改定の効果や、

天然素材を使用した環境配慮型製品であることを積極的に啓発し多くの企業や自治体の賛同を得たこともあり売上

高は前年同期を上回りました。また、車両用マスキングテープについては、新車生産台数の増加に伴う塩ビマスキ

ングテープが新規採用と使用量ともに増加したこともあり、売上高は前年同期を上回りました。

その結果、フィールド全体としての売上高は131億８千９百万円（前年同期比0.8％増）となりました。

((テープ事業に係る)ECフィールド)

EC市場におきましては、オンライン購買拡大に伴う消費者の購買先の変化に対応し、WEBマーケティングを強化

するとともに、「セロテープ®」については価格改定を実施したことにより売上高は前年同期を上回りました。ま

た、両面テープ「ナイスタックTM」についても、店頭からECサイトへ消費者の購買先の変化もみられましたが、売

上高は前年同期並みとなりました。

その結果、フィールド全体としての売上高は41億１千６百万円（前年同期比9.5％増）となりました。

((テープ事業に係る)グローバルフィールド)

グローバルにおけるテープ事業については、アジアと欧州を重点地域として、製品戦略を展開してまいりまし

た。「PanfixTMセルローステープ」については、香港やインドネシア市場に展開し、前連結会計年度に実施した価

格改定による効果もあり、売上高は前年同期を上回りました。和紙マスキングテープについては、欧州や中国市場
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に焦点を当て、販売チャネルの構築や製品育成に注力し、売上高は前年同期を上回りました。

これらに加えて為替の円安影響もあり、フィールド全体としての売上高は27億２千６百万円（前年同期比20.4％

増）となりました。

以上の結果、テープ事業全体の売上高は248億７千３百万円（前年同期比3.1％増）となりました。また、前連結

会計年度から継続して進めてきた価格改定の影響等により、セグメント利益は７億６百万円（前年同期比145.9％

増）となりました。

調整額

報告セグメントに帰属しない一般管理費の計上等により、営業利益と報告セグメントの利益の合計額との調整額

が47億３千６百万円（前年同期比9.8％増）となりました。

（２）当期の財政状態の概況

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末と比べ４億３千６百万円減少し、676億３百万円となりまし

た。流動資産は11億１千６百万円の増加、固定資産は15億５千３百万円の減少となりました。

流動資産の増加は、前年と比べ増加した当第４四半期連結会計期間の売上債権の回収が進み現金及び預金が12億

５千７百万円増加したこと等によるものです。

固定資産の減少は、減価償却費が投資額を上回った結果、有形固定資産が18億９千４百万円減少したこと等によ

るものです。

負債は、前連結会計年度末と比べ19億２千万円減少し、244億１千５百万円となりました。流動負債は、１億５

千９百万円の増加、固定負債は、20億７千９百万円の減少となりました。

流動負債の増加は、営業債務の支払いにより電子記録債務が４億５百万円減少したものの、未払法人税等が５億

３千４百万円増加したこと、2025年に予定する本社及び東京オフィスの移転に係る資産除去債務を固定負債から流

動負債に振り替えたことにより資産除去債務が１億２千万円増加したこと等によるものです。

固定負債の減少は、退職給付信託の設定に伴い、退職給付に係る負債が19億９千万円減少したこと等によるもの

です。

純資産は前連結会計年度末と比べ14億８千４百万円増加し、431億８千７百万円となりました。これは親会社株

主に帰属する当期純利益の計上に伴う利益剰余金の増加等によるものです。

以上の結果、自己資本比率は前連結会計年度末より2.6ポイント上昇し、63.9％となりました。
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（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度末に比べ12

億５千７百万円（9.6％）増加し、143億７百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、前連結会計年度に比べ５億３百万円（15.8％）増加し、36億９千万円となりま

した。当連結会計年度の主な内容は税金等調整前当期純利益26億２千８百万円の計上、減価償却費31億４千５百万

円の計上、仕入債務の減少額３億１百万円、退職給付信託の設定に伴う退職給付に係る負債の減少額19億８千９百

万円等によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、前連結会計年度に比べ19億９千７百万円（54.1％）減少し、16億９千５百万円

となりました。これは主に、埼玉工場及び安城工場の機械装置更新のため、有形固定資産の取得による支出12億９

千５百万円があったこと、2025年度に予定している本社及び東京オフィスの移転に係る差入保証金の差入による支

出３億５千７百万円があったこと等によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、前連結会計年度に比べ４億６千２百万円（37.7％）減少し、７億６千３百万円

となりました。これは主に、配当金の支払額７億１千１百万円の支出があったこと等によるものです。

2021年３月期 2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期

自己資本比率（％） 62.2 60.5 58.7 61.3 63.9

時価ベースの自己資本比率
（％）

64.8 54.7 57.3 59.4 60.5

キャッシュ・フロー対
有利子負債比率（年）

0.9 1.2 1.7 1.6 1.4

インタレスト・カバレッジ・
レシオ（倍）

156.8 108.1 78.0 85.1 97.5

（注）自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

※有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象として

おります。

※営業キャッシュ・フロー及び利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活動による

キャッシュ・フロー」及び「利息の支払額」を用いております。
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（４）今後の見通し

今後の日本経済の見通しは、インバウンド需要が底堅く継続する一方で、不安定な国際情勢による景気減速リス

クに加え、為替の動向やエネルギー・原材料価格の高止まりによる物価上昇など、当社グループを取り巻く事業環

境は予断を許さない状況であります。このような状況のなか、快適な生活を支える価値を創出し続ける企業を目指

し、イノベーション創出とグローバル貢献を果たすための事業構造の創造を進めてまいります。

また、当社は2024年６月10日開催の取締役会において本社及び東京オフィスの移転を決議いたしました。経営効

率の向上や迅速な意思決定、コミュニケーションの促進や多様な働き方を支援するオフィス環境による従業員のエ

ンゲージメント向上を目的とした本移転を通じて、2024年度よりスタートした中期経営計画「CREATION 2026」を

推進し、重点テーマである「事業ポートフォリオの再構築」「グローバル企業化」「人的資本経営」を実行し、

『NICHIBAN GROUP 2030 VISION』実現に向けて取り組んでまいります。

以上により、2026年３月期の連結業績予測は売上高515億円（前年同期比4.1％増）、営業利益30億円（前年同期

比16.0％増）、経常利益31億円（前年同期比15.6％増）、親会社株主に帰属する当期純利益20億円（前年同期比

2.1％増）を見込んでおります。

（５）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、株主の皆様への利益還元を経営上の最も重要な課題のひとつと認識し、企業体質の強化及び設備投資、

コスト競争力向上のための技術開発等の資金需要に備えるために内部留保の充実を図りつつ、安定した配当の実施

を基本に、連結ベースの配当性向30％～40％を目処とする業績に連動した配当を取り入れる方針としております。

この基本方針のもと、当期の期末配当を１株あたり35円とする剰余金の配当に関する議案を2025年６月26日開催

予定の第121回定時株主総会に付議させていただきます。

また、次期の配当金については、2026年３月期の連結業績予想に織り込んでおります本社及び東京オフィスの移

転に係る費用計上が一過性のものであることも考慮し、１株あたり40円を予定しております。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループの事業は、現在のところ、日本国内を中心として展開されておりますが、引き続き、海外新規市場

の開拓を積極的に進めてまいります。

そのため、当面は日本基準を採用することとしておりますが、今後の海外新規市場の開拓の進行状況及び外国人

株主比率の推移並びに国内他社のIFRSの適用状況を勘案し、IFRS適用を検討していく方針であります。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 13,405 14,663

受取手形 ※ 856 360

電子記録債権 ※ 5,675 6,200

売掛金 8,793 8,602

商品及び製品 5,623 5,629

仕掛品 1,868 2,044

原材料及び貯蔵品 1,786 1,793

その他 632 465

貸倒引当金 △1 △1

流動資産合計 38,639 39,756

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 10,812 10,041

機械装置及び運搬具（純額） 9,140 8,038

土地 2,207 2,207

リース資産（純額） 141 116

建設仮勘定 56 37

その他（純額） 479 501

有形固定資産合計 22,838 20,943

無形固定資産 985 648

投資その他の資産

投資有価証券 2,787 2,889

退職給付に係る資産 1,316 1,421

繰延税金資産 1,139 1,296

その他 332 647

投資その他の資産合計 5,576 6,254

固定資産合計 29,400 27,846

資産合計 68,039 67,603
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※ 4,412 4,516

電子記録債務 ※ 7,234 6,828

リース債務 48 44

未払金 800 777

未払費用 1,309 1,370

未払法人税等 170 705

契約負債 27 20

資産除去債務 － 120

賞与引当金 1,148 1,191

役員賞与引当金 46 55

株式給付引当金 11 －

設備関係支払手形 4 11

営業外電子記録債務 ※ 628 296

返金負債 932 1,003

その他 103 97

流動負債合計 16,880 17,040

固定負債

長期借入金 2,000 2,000

リース債務 82 80

役員退職慰労引当金 27 27

株式給付引当金 － 18

退職給付に係る負債 3,761 1,771

長期預り保証金 2,963 2,995

資産除去債務 621 482

固定負債合計 9,455 7,375

負債合計 26,336 24,415

純資産の部

株主資本

資本金 5,451 5,451

資本剰余金 4,186 4,188

利益剰余金 31,233 32,480

自己株式 △652 △642

株主資本合計 40,219 41,477

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 362 395

為替換算調整勘定 81 203

退職給付に係る調整累計額 1,040 1,111

その他の包括利益累計額合計 1,484 1,709

純資産合計 41,703 43,187

負債純資産合計 68,039 67,603
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

売上高 46,859 49,457

売上原価 32,988 34,555

売上総利益 13,871 14,902

販売費及び一般管理費 11,798 12,315

営業利益 2,073 2,586

営業外収益

受取利息 9 18

受取配当金 24 33

為替差益 29 7

持分法による投資利益 149 125

投資有価証券売却益 － 53

その他 90 101

営業外収益合計 303 339

営業外費用

支払利息 37 39

固定資産除却損 15 42

固定資産撤去費用 39 136

支払手数料 61 6

その他 21 18

営業外費用合計 175 244

経常利益 2,201 2,681

特別利益

固定資産売却益 71 －

特別利益合計 71 －

特別損失

減損損失 － ※ 53

特別損失合計 － 53

税金等調整前当期純利益 2,273 2,628

法人税、住民税及び事業税 459 848

法人税等調整額 △13 △179

法人税等合計 445 668

当期純利益 1,827 1,959

非支配株主に帰属する当期純利益 － －

親会社株主に帰属する当期純利益 1,827 1,959
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連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当期純利益 1,827 1,959

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 138 30

為替換算調整勘定 26 33

退職給付に係る調整額 232 71

持分法適用会社に対する持分相当額 44 91

その他の包括利益合計 442 225

包括利益 2,269 2,185

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 2,269 2,185

非支配株主に係る包括利益 － －
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 5,451 4,186 30,127 △203 39,562

当期変動額

剰余金の配当 △721 △721

親会社株主に帰属する当

期純利益
1,827 1,827

自己株式の取得 △448 △448

自己株式の処分 －

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）

当期変動額合計 － － 1,105 △448 657

当期末残高 5,451 4,186 31,233 △652 40,219

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 223 10 807 1,041 40,603

当期変動額

剰余金の配当 △721

親会社株主に帰属する当

期純利益
1,827

自己株式の取得 △448

自己株式の処分 －

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
138 71 232 442 442

当期変動額合計 138 71 232 442 1,099

当期末残高 362 81 1,040 1,484 41,703
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当連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 5,451 4,186 31,233 △652 40,219

当期変動額

剰余金の配当 △712 △712

親会社株主に帰属する当

期純利益
1,959 1,959

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 1 10 11

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）

当期変動額合計 － 1 1,247 9 1,258

当期末残高 5,451 4,188 32,480 △642 41,477

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 362 81 1,040 1,484 41,703

当期変動額

剰余金の配当 △712

親会社株主に帰属する当

期純利益
1,959

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 11

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
33 121 71 225 225

当期変動額合計 33 121 71 225 1,484

当期末残高 395 203 1,111 1,709 43,187



ニチバン株式会社(4218) 2025年３月期 決算短信

14

（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 2,273 2,628

減価償却費 2,795 3,145

減損損失 － 53

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 △0

受取利息及び受取配当金 △34 △51

持分法による投資損益（△は益） △39 31

支払利息 37 39

固定資産除売却損益（△は益） △49 42

固定資産撤去費用 39 136

売上債権の増減額（△は増加） △510 161

棚卸資産の増減額（△は増加） △546 △188

前払費用の増減額（△は増加） 41 13

未収入金の増減額（△は増加） 73 147

仕入債務の増減額（△は減少） △60 △301

未払費用の増減額（△は減少） △87 △32

未払消費税等の増減額（△は減少） 385 28
未払法人税等（外形標準課税）の増減額（△は
減少）

△11 6

賞与引当金の増減額（△は減少） 12 43

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △5 8

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △19 －

株式給付引当金の増減額（△は減少） 6 18

返金負債の増減額（△は減少） 50 70

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 51 △1,989

預り保証金の増減額（△は減少） △37 32

預り金の増減額（△は減少） 3 △6

投資有価証券売却損益（△は益） － △53

未払金の増減額（△は減少） △188 △34

その他 △89 80

小計 4,088 4,029

利息及び配当金の受取額 34 51

利息の支払額 △37 △37

法人税等の支払額 △898 △352

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,187 3,690

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △581 △287

定期預金の払戻による収入 581 287

有形固定資産の取得による支出 △3,546 △1,295

有形固定資産の売却による収入 81 0

有形固定資産の除却による支出 △80 △45

無形固定資産の取得による支出 △138 △43

投資有価証券の取得による支出 △5 △5

投資有価証券の売却による収入 － 61

差入保証金の差入による支出 － △357

その他 △2 △9

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,692 △1,695

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △448 △0

リース債務の返済による支出 △55 △51

配当金の支払額 △721 △711

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,225 △763

現金及び現金同等物に係る換算差額 27 25

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,702 1,257

現金及び現金同等物の期首残高 14,752 13,049

現金及び現金同等物の期末残高 13,049 14,307
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改

正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－

３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取

扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表

における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用して

おります。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の連結財務諸表となっ

ております。なお、当該会計方針の変更による前連結会計年度の連結財務諸表に与える影響はありません。

（重要な会計上の見積り）

(固定資産の減損)

１．当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

(単位：百万円)

当連結会計年度

当社のテープ事業における固定資産 6,792

有形固定資産 6,770

無形固定資産 22

減損損失 －

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

(1)金額の算出方法

当社グループは、原則として各事業（メディカル事業とテープ事業）を独立したキャッシュ・フローを生み出す

最小単位としてグルーピングしており、遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。

固定資産のうち減損の兆候がある資産グループについて、当該資産グループから得られる割引前将来キャッシ

ュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額（正味売却価額又は使用価値のいずれ

か高い価額）まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

当連結会計年度において、テープ事業は原材料価格の高騰等により収益性が低下したため、減損の兆候があると

判断しておりますが、減損損失の認識の判定において、当該資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フ

ローの総額がその帳簿価額を上回っていたことから、減損損失を認識しておりません。

割引前将来キャッシュ・フローの総額は、当該資産グループの継続的使用によって生じる将来キャッシュ・フロ

ー及び使用後の処分によって生ずると見込まれる将来キャッシュ・フローの見積りによって算定しております。将

来キャッシュ・フローを見積る期間は、資産グループ中の主要な資産の経済的残存使用年数（9年）とし、主要な

資産は資産グループの将来キャッシュ・フロー生成能力にとって最も重要な構成資産である「機械及び装置」とし

ております。

当該資産グループの継続的使用によって生じる将来キャッシュ・フローの見積りは、取締役会によって承認され

た事業計画に基づいて算定しております。また、使用後の処分によって生ずると見込まれる将来キャッシュ・フロ

ーの見積りは主として外部の評価専門家による不動産鑑定評価額を基礎とした正味売却価額等により算定しており

ます。

(2)金額の算出に用いた主要な仮定

上記の割引前将来キャッシュ・フローの算定に用いた主要な仮定は、テープ事業計画の基礎となる売上高成長
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率、及び不動産鑑定評価における取引事例比較法による比準価格と収益還元法による収益価格であります。売上高

成長率は、過去からの需要動向の推移や市場予測、市場価格に加え、価格改定、販売拡大、及び新製品上市といっ

た収支改善施策等を勘案した仮定に基づいております。

(3)翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

これらの見積りにおいて用いた主要な仮定に変更が生じることにより、結果として将来キャッシュ・フローが減

少した場合には、翌連結会計年度において固定資産の減損損失を認識する可能性があります。

（会計上の見積りの変更）

（有形固定資産の耐用年数と資産除去債務の見積りの変更）

当社グループは、2024年度よりスタートした中期経営計画「CREATION 2026」の中でテープ事業セグメントの抜

本的収益改善を掲げております。これに基づくグループ全体での最適生産体制構築及び生産分担再編を目的とし

て、当社は、当連結会計年度において、埼玉工場及び安城工場における塗工設備の一部について生産停止（埼玉

工場の同設備は2026年３月、安城工場の同設備は2025年３月をもっての生産停止）を決定しております。これに

伴い、当連結会計年度において、同設備の耐用年数を残存使用見込期間まで短縮し、将来にわたり変更しており

ます。

また、当社は、2024年６月10日開催の取締役会において本社及び東京オフィス移転の決議をしたことに伴い、

当連結会計年度において、移転後利用見込みのない固定資産の耐用年数を残存使用見込期間まで短縮し、将来に

わたり変更しております。加えて、不動産賃貸契約に基づく原状回復に係る費用については、当連結会計年度に

おいて、履行時期を見直し、移転日までの期間で資産除去債務の費用計上が完了するようにその見積りを変更し

ております。

これらの影響により、従来の方法と比べて、当連結会計年度の減価償却費等が１億９千６百万円増加し、営業

利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が同額減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響は（セグメント情報等）に記載しております。

（連結貸借対照表関係）

※期末日満期手形等の会計処理

期末日満期手形等の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形等が、前連結会計年度末残高

に含まれております。

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当連結会計年度
（2025年３月31日）

受取手形 74百万円 －百万円

電子記録債権 237 〃 － 〃

支払手形 4 〃 － 〃

電子記録債務 91 〃 － 〃

営業外電子記録債務 3 〃 － 〃

（連結損益計算書関係）

※減損損失

当連結会計年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）

当連結会計年度以降に上市を予定していた一部の新製品について、当連結会計年度に上市の見通しが不透明と

なり、開発の再開が未定であることから開発中断を決定いたしました。当該減損損失はこれにより認識したもの

であり、内容は以下のとおりであります。

場所 用途 セグメント 種類 減損損失（百万円）

医薬品安城工場

（愛知県安城市）
医薬品類の製造設備 メディカル事業 建設仮勘定 53
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

(1)報告セグメントの決定方法

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

当社は、成長事業への経営資源の重点配分及び全社視点での事業戦略体制の見直しを目的に「事業戦略本部」を

設置し、その傘下に、販路別に営業統括部・本部を設置しております。

また、当社グループは、以上の営業担当管掌に各子会社を加えた事業フィールドとして、「ヘルスケアフィール

ド」、「ECフィールド」、「ステーショナリーフィールド」、「医療材フィールド」、「工業品フィールド」及び

「グローバルフィールド」を設定しております。

経営資源の配分の決定及び業績の評価については、取り扱う製品、商品の性質や、市場、製造方法の類似性に基

づき、「メディカル事業」、「テープ事業」の単位で行っていることから、当社グループの事業セグメントとして

は、「メディカル事業」、「テープ事業」と認識し、これを報告セグメントとしております。

(2)各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

「メディカル事業」は、医薬品、医療機器、化粧品、医療補助テープ、テーピングテープ等の製造及び販売を行

っております。「テープ事業」は、家庭用・事務用の粘着テープ・粘着シート及びそれらの機器等、産業用の粘着

テープ・粘着シート及びそれらの機器等の製造及び販売を行っております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と同一であります。また、報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。なお、セグメン

ト間の内部収益及び振替高は、市場実勢価格に基づいております。

2024年度よりスタートした中期経営計画「CREATION 2026」の策定にあたり、当社グループの事業展開、経営資

源の配分及び経営管理体制の実態等の観点から事業フィールドの見直しを行った結果、当連結会計年度より、テー

プ事業のステーショナリーフィールドに含まれていた、一部の販売先に対するキッチン雑貨“ディアキッチンTM”

シリーズについて、メディカル事業のヘルスケアフィールドへ変更しております。また、当連結会計年度より、報

告セグメントの業績をより適切に反映させるため、一部の共通費における配賦基準を見直しております。これらに

伴い、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を変更しております。

さらに、2024年４月１日付で組織の一部見直しも行い、「オフィスホームフィールド」を「ステーショナリーフ

ィールド」と改称し、「海外フィールド」を「グローバルフィールド」と改称しました。

なお、前連結会計年度のセグメント情報については、変更後の名称及び利益又は損失の算定方法により作成し

たものを記載しております。

加えて、（会計上の見積りの変更）に記載のとおり、当連結会計年度より、埼玉工場及び安城工場の塗工設備等

並びに本社及び東京オフィスの固定資産については耐用年数を将来にわたり変更しており、本社及び東京オフィス

移転に係る資産除去債務については見積りの変更を行っております。これらの変更に伴い、従来の方法と比較して

減価償却費等が１億９千６百万円増加し、当連結会計年度のテープ事業におけるセグメント利益は１億４千７百万

円減少、メディカル事業におけるセグメント利益は０百万円減少、各報告セグメントに配分していない全社費用は

△４千８百万円増加しております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報及び収益の分解情報

前連結会計年度(自2023年４月１日 至2024年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額
(注)１

連結財務諸表
計上額
(注)２メディカル

事業
テープ事業 合計

売上高

国内

コンシュ
ーマー営
業統括本
部

ヘルスケアフィールド 14,374 － 14,374 － 14,374

ECフィールド 881 3,760 4,641 － 4,641

ステーショナリーフィールド － 4,999 4,999 － 4,999

計 15,255 8,759 24,015 － 24,015

医療材フィールド 5,754 － 5,754 － 5,754

工業品フィールド － 13,091 13,091 － 13,091

計 21,010 21,851 42,861 － 42,861

海外 グローバルフィールド 1,733 2,264 3,998 － 3,998

顧客との契約から生じる収益 22,744 24,115 46,859 － 46,859

(1) 外部顧客に対する売上高 22,744 24,115 46,859 － 46,859

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

92 70 163 △163 －

計 22,836 24,186 47,023 △163 46,859

セグメント利益 6,097 287 6,384 △4,311 2,073

セグメント資産 26,405 22,715 49,121 18,918 68,039

その他の項目

減価償却費 1,493 1,143 2,637 157 2,795

持分法適用会社への投資額 － 1,344 1,344 － 1,344

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

452 922 1,374 575 1,949

(注) １．調整額の内容は以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額△4,311百万円には、セグメント間取引消去△163百万円及び各報告セグメントに

配分していない全社費用△4,148百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属し

ない一般管理費であります。

(2) セグメント資産の調整額18,918百万円は、報告セグメントに帰属しない管理部門所有の資産であります。

(3) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額575百万円は、主に研究設備及び基幹システム導入の投

資額であります。

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度(自2024年４月１日 至2025年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額
(注)１

連結財務諸表
計上額
(注)２メディカル

事業
テープ事業 合計

売上高

国内

コンシュ
ーマー営
業統括本
部

ヘルスケアフィールド 15,243 － 15,243 － 15,243

ECフィールド 1,133 4,116 5,250 － 5,250

ステーショナリーフィールド － 4,840 4,840 － 4,840

計 16,377 8,957 25,335 － 25,335

医療材フィールド 5,740 － 5,740 － 5,740

工業品フィールド － 13,189 13,189 － 13,189

計 22,118 22,147 44,265 － 44,265

海外 グローバルフィールド 2,466 2,726 5,192 － 5,192

顧客との契約から生じる収益 24,584 24,873 49,457 － 49,457

(1) 外部顧客に対する売上高 24,584 24,873 49,457 － 49,457

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

89 65 154 △154 －

計 24,673 24,938 49,611 △154 49,457

セグメント利益 6,616 706 7,323 △4,736 2,586

セグメント資産 26,346 20,201 46,548 21,054 67,603

その他の項目

減価償却費 1,488 1,472 2,960 184 3,145

持分法適用会社への投資額 － 1,404 1,404 － 1,404

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

480 436 917 125 1,043

(注) １．調整額の内容は以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額△4,736百万円には、セグメント間取引消去△154百万円及び各報告セグメントに

配分していない全社費用△4,581百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属し

ない一般管理費であります。

(2) セグメント資産の調整額21,054百万円は、報告セグメントに帰属しない管理部門所有の資産であります。

(3) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額125百万円は、主に先端応用研究所の研究設備及び全社

インフラ基盤用仮想サーバの更新に伴う機器購入への投資額であります。

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

(単位：百万円)

医薬品、医療機器
及び医療補助テープ等

粘着テープ、粘着シート
及びテープ関連機器等

合計

外部顧客への売上高 22,744 24,115 46,859

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省

略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

(単位：百万円)

顧客の名称 売上高 関連するセグメント名

ピップ株式会社 6,673 メディカル事業

当連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

(単位：百万円)

医薬品、医療機器
及び医療補助テープ等

粘着テープ、粘着シート
及びテープ関連機器等

合計

外部顧客への売上高 24,584 24,873 49,457

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

なお、【セグメント情報】「３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に

関する情報及び収益の分解情報」の「グローバルフィールド」は海外市場向けの売上高を記載しており、製品の仕

向地を基礎としているため、「グローバルフィールド」の売上高は本邦の外部顧客への売上高を含んだ金額となっ

ています。「グローバルフィールド」の売上高から本邦の外部顧客への売上高を除くと、本邦以外の外部顧客への

売上高となりますが、当該売上高は連結損益計算書の10%未満となっています。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省

略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

(単位：百万円)

顧客の名称 売上高 関連するセグメント名

ピップ株式会社 8,095 メディカル事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント
合計

メディカル事業 テープ事業

減損損失 53 － 53

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

該当事項はありません。

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

１株当たり純資産 2,049.15円 2,121.45円

１株当たり当期純利益 89.00円 96.26円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 88.97円 96.23円

(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

前連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

(1) １株当たり当期純利益

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 1,827 1,959

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益(百万円)

1,827 1,959

普通株式の期中平均株式数(株) 20,531,605 20,355,660

(2) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する当期純利益調整額
(百万円)

－ －

普通株式増加数(株)

業績連動型株式報酬(株) 6,134 6,284

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

― ―

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

４．その他

（役員の異動）

役員の異動については、2025年２月10日発表の「2025年４月１日付 執行役員の異動に関するお知らせ」並び

に2025年４月８日発表の「役員の異動に関するお知らせ」に記載のとおりであります。


